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実務経験による技術者資格要件を短縮

　まず実務経験による技術者資格要件の緩和から説明します。
　一般建設業の許可を受けるための要件の一つとして、営業所ごとに専任の技術者
を配置する必要があります。この専任技術者として認められるのは、大学もしくは高等
専門学校の指定学科を卒業後3年以上または高等学校もしくは中等教育学校の指定
学科を卒業後5年以上の実務経験を持つ者や、許可を受けようとする建設業の建設
工事に10年以上の実務経験を持つ者、一部の業種では施工管理技士などです。
　要件緩和では技術検定の1次検定合格者（技士補）を指定学科卒業者と同等と見な
し、1級1次検定合格後3年以上または2級1次検定合格後5年以上の実務経験を持つ
者も専任技術者として新たに認めています（表1）。例えば、土木施工管理や造園施工管理の技術検定種目で1次検定に合
格した者は土木工学科の卒業者と、建築施工管理の技術検定種目で1次検定に合格した者は建築学科の卒業者と同等と
見なします。なお、指定建設業や電気通信工事業は対象外です。

実務経験10年以上が最短3年以上に

　制度改正の前後で何がどう変わったのか、「機械器具設置工事業」を例に比べてみます。改正前は、建築学、機械工学、
電気工学という3つの指定学科の卒業者以外は、実務経験を10年以上積まないと専任技術者として認めてきませんでし
た。改正後は、それら指定学科の卒業者以外でも、建築、電気工事、管工事施工管理の技術検定種目で1次検定に合格し
た者については、専任技術者として認めるのに必要な実務経験年数を、1級で合格後3年以上、2級で合格後5年以上に引
き下げたのです。
　次に技術検定の受検資格の見直しです。2024年4月以降の技術検定で適用するものです。新制度の詳細な運用につい
ては、目下検討中です。
　見直しの柱は、指定学科を含む学歴条件の撤廃です。

1級・1次検定も学歴から年齢制限へ

　改正前は、1級・2級ともに、受検資格を学歴に応じて定めていました（表2）。例えば大学の指定学科を卒業した者は、2
級の場合、1次検定は17歳以上という年齢制限のため、だれでも受検可能ですが、2次検定は卒業後1年実務を経験しな
いと受検できません。さらに1級の場合には、1次検定・2次検定ともに、卒業後3年実務を経験しないと受検できない仕組
みです。ここで求めている実務経験の年数は学歴に応じて定めており、最長15年にも及んでいました。
　改正後は、2級の場合、1次検定を受検するのに必要な要件は17歳以上という年齢制限でこれまでと変わりありません

担い手の確保・育成という建設業界の抱える課題を背景に、国土交通省では技術者制度の見直しが進め
られています。2023年7月に実務経験による技術者資格要件を緩和したのに続き、2024年4月以降の
技術検定では、受検資格が見直されます。技術レベルを保ちつつ配置が求められる技術者の門戸を広げ
ようとするこの制度改正はどのようなものなのか。国土交通省 不動産・建設経済局 建設業課 建設業技術
企画室 技術検定係長の羽田 若奈氏にお聞きしました。

資料提供：国土交通省
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技術者制度の見直しが、担い手の確保・育成に
向けた一助になればと願っています。

が、1級の場合も、1次検定を受検するのに必要な資格を19歳以上という年齢要件のみとしました。また、2次検定を受検
するのに必要な要件は、1級、2級ともに、1次検定合格後の実務経験年数としました（表2）。

　技術者制度の見直しによって、技術検定の受検資格では、どの教育機関を卒業したのか、どの学科を卒業したのか、と
いう点を問わなくなります。大学を卒業していなくても、また大学で指定学科を卒業していなくても、1次検定合格後、長く
ても5年実務を経験すれば、2次検定の受検資格が与えられます。受検機会が広がり、主任技術者要件の一つである2級の
技術検定合格者や監理技術者要件の一つである1級の技術検定合格者が増えることにより、担い手の確保・育成という建
設業界の抱える課題の解消に向けた一助になればと願っています。（談）

表2：国土交通省では技術検定の受検資格を、2024年度以降に実施される検定から、見直す。学歴や指定学科という概念をなくし、1次検定は
        一定の年齢以上になると、2次検定は1次検定合格後一定年数の実務経験を積むと、それぞれ受検資格を得られるようにする

表1：一般建設業の許可を受けるための要件の一つとして、営業所ごとに専任技術者を配置することが求められる。その資格要件に、1級・1次検定
        合格後3年以上の実務経験を持つこと、2級・1次検定合格後5年以上の実務経験を持つこと、この二つの条件が新たに加わった
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